
沖縄県ヤングケアラー実態調査（児童生徒調査）
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調査方法
各学校を通じて児童生徒向け、保護者向けの調査依頼文を配布し、児童生徒本人がWEBアンケートフォームにて回答

筆記での回答を希望する児童生徒のために、別途、紙媒体の準備

調査対象者
県内の国公私立学校の小学5年生から高校3年生の全ての児童生徒（特別支援学校等を含む） １３６，０６５人

調査期間
令和4年9月12日（月）～10月28日（金）

調査項目
国が令和2・3年度に実施したヤングケアラー関連調査の調査項目を基本としつつ、有識者検討会において、本県独自項

目の追加等を行い、小学生（5・6年生）用調査票（28問）、中高生用調査票（30問）を作成

調査目的
本調査は、県内の児童生徒を対象としたアンケート調査を実施し、ヤングケアラーの早期発見と支援施策等の検討を行う
ための基礎資料とする

回収状況
回収率40.6％ （＝回収総数55,293／調査対象者数136,065人）（調査協力回答数47,180）

※調査協力回答数は、回収総数のうち調査協力意向で「はい」と回答した数（本調査の集計対象）



※1.上記の条件設定はあくまで調査結果に基づく推定による設定であり、支援の対象を限定するものではありません。
※2.推定数算出においては端数処理等を行っているため、児童生徒全体の人数に割合（％）を乗じた数値とは一致しません。
※3.今回の調査の対象は小学5年生～高校3年生であったため、上記の推定数も小学5年生～高校3年生の児童生徒に関する推定数となっています。

• 今回の調査結果を活用して沖縄県独自にヤングケアラーと思われる子どもの人数を推定した。

• 下記の条件設定に基づくと、「ヤングケアラーと思われる子ども」は小学5年生～高校3年生の児童生
徒全体の5.5％（約7,450人）、その中でも家族の世話により日常生活に影響がでている「何らかの
影響が出ていて、支援が急がれる子ども」は1.8％（約2,450人）と推定される。

ヤングケアラー定義
（厚労省ホームページ）

児童生徒 全体
（小学5年生～高校３年生）

100.0％
（136,065人）

↓ ＜調査結果を用いた条件設定＞

本来大人が担うと想定され
ている家事や家族の世話な
どを

世話をしている家族が「いる」
不定期のもの、比較的軽微なお手伝いの範疇の
もの等を含む

世話をしている家族が
「いる」子ども

10.7％
（約14，５５0人）

日常的に行っている
子どものことで

家族の世話を
・「週3日以上」行っている、

又は、
・「週2日以下」だが１日あたり３時間以上
行っている

ヤングケアラーと思われる子ども
5.5％

（約7,４５0人）

責任や負担の重さにより、
学業や友人関係などに影響
が出てしまうことがある

世話をしているためにやりたいけどできな
いことがある
（1つ以上に該当）

うち、

何らかの影響が出ていて、
支援が急がれる子ども

1.8％
（約2,4５0人）

ヤングケアラーと思われる子どもの人数（推定）
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